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省エネルギー部の紹介

省エネルギー部のミッション

2050 年カーボンニュートラルや 2030 年度に温室効果ガス 46％削減を達成するためには、省エネルギー分野におけ
る技術革新が必要不可欠です。NEDO は、革新的な省エネルギー技術開発支援のためのシーズ発掘から、開発成果の
社会実装支援まで幅広く推進し、省エネ技術のイノベーションを図り、脱炭素社会実現の一翼を担います。

NEDO は、テーマ公募型事業である「脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム」
をはじめとした、幅広い研究開発フェーズの省エネルギー事業を推進しています。

省エネルギー事業一覧

脱炭素社会実現に向けた 
省エネルギー技術の研究開発・ 
社会実装促進プログラム

（2021 ～ 2035 年度）
「省エネルギー技術戦略」に掲げる「重要技術」を中心に、
2040 年に高い省エネ効果が見込まれる
技術について、事業化までシームレスに
技術開発を支援します。
→ P.3

NEDO 先導研究プログラム／ 
新技術先導研究プログラム／ 
エネルギー・環境新技術先導研究プログラム

（2014 年度～）
脱炭素社会の実現に向けて、2040 年以降の実用化・社会
実装を見据えた革新的な技術シーズを発
掘・育成し、国家プロジェクトを含む産学
連携体制による共同研究等につなげます。
→ P.7

グリーンイノベーション基金事業／ 
CO₂ 等を用いた燃料製造技術開発

（2022 ～ 2027 年度）
合成燃料の供給量とコスト課題を克服するために、内燃
機関の熱効率向上技術と革新的排気後処理技術の開発を
支援します。

戦略的省エネルギー技術革新プログラム
（2012 ～ 2024 年度）
「省エネルギー技術戦略」に掲げる「重要技術」を中心
に、2030 年に高い省エネ効果が見込まれる技術につい
て、技術のシーズ発掘から事業化までを一貫して支援し
ます。
※現在、新規公募は実施しておりません。

→ P.4

脱炭素化・エネルギー転換に資する 
我が国技術の国際実証事業

（1993 ～ 2025 年度）
S+3E* の実現に資する我が国の先進的技術の海外実証
を通じて、実証技術の普及に結び付けます。
＊安全性 Safety
安定供給 Energy security
経済性 Economic efficiency
環境適合 Environment 
→ P.9

グリーンイノベーション基金事業／ 
スマートモビリティ社会の構築

（2022 ～ 2030 年度）
カーボンニュートラル実現に向け、商用電動車の大規模
導入を実現するための運行管理と一体的なエネルギーマ
ネジメントに関する研究開発を支援しま
す。
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https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100197.html
https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100039.html
https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100100.html
https://www.nedo.go.jp/activities/AT1_00175.html
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-fuel-manufacturing-technology-co2/
https://green-innovation.nedo.go.jp/project/smart-mobility-society/


省エネルギー部の紹介 省エネルギー技術戦略

2019 年に「重要技術」を改訂
2019 年 7 月、第５次エネルギー基本計画（2018 年 7 月閣議決定）等を踏まえ、「省エネルギー技術戦略 2016」の
重要技術を改定しました。この改定では、従来の重要技術（14 技術）を細分化しつつ、３つの重要技術を追加し、39
の重要技術としてまとめました。

省エネルギー技術戦略とは

省エネルギー技術戦略は、2030 年に向けた省エネルギー技術開発推進に関するロードマップとして経
済産業省資源エネルギー庁と NEDO が策定したものです。
初版「省エネルギー技術戦略 2007」策定以降、政策方針の変更に伴い、改定を行っています。

2030 年の省エネ目標

第 6 次エネルギー基本計画において、2030 年時点の
野心的な最終エネルギー消費見通しとして、原油換算
で 6,200 万 kL 程度の省エネの実施が見込まれていま
す。

2021 年 10 月　第 6 次エネルギー基本計画　
最終エネルギー消費

経済成長 1.4％/年
人口 0.6%減
旅客輸送量 2%減

熱
燃料等
75％

電力
25％

3.63億kL

電力

熱
燃料等
72％
程度

2.80億kL程度

3.42億kL

エネルギー需要

徹底した省エネ
6,200万kL程度

28％程度

2013年度（実績） 2030年度（省エネ対策後）

産業 運輸

エネルギー転換・供給

•革新的化学品製造プロセス
•革新的製鉄プロセス
•熱利用製造プロセス
•加工技術
• IoT・AI活用省エネ製造プロセス
•革新的半導体製造プロセス

部門横断
•革新的なエネルギーマネジメント技術
•高効率ヒートポンプ

•高性能ファサード
•高効率空調技術
•高効率給湯技術
•高効率照明技術
•快適性・生産性・省エネを同時に
実現するシステム・評価技術

• ZEB/ZEH・LCCM住宅の設計・
評価・運用技術、革新的エネルギーマネジ
メント技術 (xEMS)

家庭・業務

•パワーエレクトロニクス技術
•複合材料・セラミックス製造技術

•省エネ型データセンター
•省エネ型広域網・端末

•内燃機関自動車／ハイブリッド車
性能向上技術

•プラグインハイブリッド車(PHEV)／
電気自動車(BEV)性能向上技術

•燃料電池自動車(FCEV)技術
•内燃機関自動車／ハイブリッド車
（重量車）性能向上技術

• PHEV／BEV／FCEV（重量車）の
性能向上技術

•車両軽量化技術
•次世代自動車用インフラ

•自動走行システム
•交通流制御システム
•スマート物流システム

•柔軟性を確保した系統側高効率発電
•柔軟性を確保した業務用・産業用高効率発電
•高効率送電
•高効率電力変換
•次世代配電

•電力の需給調整

•地域熱供給
•高効率加熱

•熱エネルギーの循環利用
•排熱の高効率電力変換
•熱エネルギーシステムを支える基盤技術

【製造プロセス省エネ化】【製造プロセス省エネ化】 【ZEB/ZEH・LCCM住宅】【ZEB/ZEH・LCCM住宅】

【省エネ型情報機器・システム】【省エネ型情報機器・システム】

【次世代自動車】【次世代自動車】

【ITS・スマート物流】【ITS・スマート物流】

【高効率電力供給】【高効率電力供給】 【再生可能エネルギーの有効利用】【再生可能エネルギーの有効利用】

【高効率熱供給】【高効率熱供給】

【熱エネルギーの有効利用】【熱エネルギーの有効利用】
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https://www.nedo.go.jp/library/energy_conserv_tech_strat.html
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html
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2023 年度予算：65.0 億円
実施期間：2021 ～ 2035 年度

事業目的
脱炭素社会を実現しつつ、産業競争力を強化するためには、技術開発だけでなく、その技術の社会実装の促進も必要不
可欠です。本事業では、革新的な省エネルギー技術の開発と共に、社会実装に向けた取り組みを支援します。

事業概要
「省エネルギー技術戦略」に掲げる「重要技術」に係るテーマを中心に、高い省エネルギー効果が見込める技術のシー
ズ発掘から事業化までを一貫して支援する、テーマ公募型事業です。

対象テーマ・事業者
◦「省エネ法」で定められたエネルギー（燃料、熱、電気）の使用量削減に繋がる技術開発・調査
◦企業規模は問いません。（中小・ベンチャー企業は助成率、審査（加点）で優遇されます。）
◦ 個別課題推進スキームにおいては、インキュベーション研究開発フェーズ、実用化開発フェーズ、実証開発フェーズ

を、重点課題推進スキームにおいては、フェーズⅠ、フェーズⅡを組み合わせてご応募できます。

各スキーム・フェーズ詳細情報
個別課題推進スキーム

重点課題推進スキーム
FS 調査 インキュベーション

研究開発 実用化開発 実証開発

概要

シーズの事業性検
討、開発シナリ
オ策定や省エネル
ギー効果の検討等
を行うための事前
調査。

技術シーズを活用
し、開発・導入シナ
リオの策定等を行
う。実用化開発・実
証開発の事前研究。

保有している技術・ノ
ウハウ等をベースとし
た応用技術開発。本開
発終了後 3年以内に製
品化を目指す。

実証データを取得する
など、事業化を阻害し
ている要因を克服し、
本開発終了後、2年以
内に製品化を目指す。

2050 年を見据え、業界の共通課題
及び異業種に跨る課題の解決に繋げ
る革新的な技術開発等、複数の事業
者が連携・協力して取り組むべき
テーマを設定し、技術開発を行う。

備考
実用化・実証との組
み合わせ必須
大企業は、低い方の
助成率を適用

大企業は、低い方の助成率を適用
下記 2点を満たすこと

・助成先に 2社以上の企業参画
・�成果の普及を促す組織・団体等の
参画

•�2040 年度に日本国内において原油換算で 10万 kL/ 年以上のエネルギー消費量の削減が見込めること。
•�個別課題推進スキームにおいては、10万 kL/ 年に満たない場合でも応募可能。
•�「省エネルギー技術戦略」に掲げる「重要技術」は、審査（加点）で優遇されます。

脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム

個別課題推進スキーム個別課題推進スキーム個別課題推進スキーム個別課題推進スキーム個別課題推進スキーム

重点課題推進スキーム重点課題推進スキーム

フェーズ Ⅱ
最大10億円/年の1/2以内を助成

マ
ッ
チ
ン
グ
等

採
択
審
査

採
択
審
査

採
択
審
査

1年以内 2年以内

5年以内

3年以内

5年以内5年以内

FS調査
フェーズ
最大

１千万円/年の
３/４以内を助成

インキュベーション
研究開発フェーズ

最大
２千万円/年の
2/3又は

1/2以内を助成

実用化開発フェーズ
最大

3億円/年の
2/3又は1/2以内を助成

実証開発フェーズ
最大

5億円/年の
1/2又は

1/3以内を助成

フェーズ Ⅰ
最大10億円/年の2/3以内を助成

事
業
化
へ

採
択
審
査

ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト
審
査

採
択
審
査

ス
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ジ
ゲ
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審
査
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ジ
ゲ
ー
ト
審
査
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プログラムの公募情報
採択／応募（件数）

2021 年度 2022 年度 2022 年度追加
応募 採択 倍率 応募 採択 倍率 応募 採択 倍率

個
別
課
題

推
進
ス
キ
ー
ム

FS 調査フェーズ 6 1 6.0 5 3 1.7 – – –
インキュベーション研究開発フェーズ 9 5 1.8 10 3 3.3 – – –
実用化開発フェーズ 25 12 2.1 21 9 2.3 16 7 2.2
実証開発フェーズ 5 2 2.5 1 1 1.0 2 2 1.0

重点課題推進スキーム 1 0 0.0 1 1 1.0 0 0 –
合　計 46 20 2.3 38 17 2.2 18 9 2.0

●最新の公募要領等は、以下からご覧いただけます。
　NEDO HP トップ　＞　実施者募集（公募）タブ　＞　公募情報　検索画面

旧プログラム「戦略的省エネルギー技術革新プログラム」の実施テーマ例

【熱エネルギーの有効利用】　低温廃熱利用を目的としたハスクレイ蓄熱材及び高密度蓄熱システムの開発
　　　　　　　　　　　　　（高砂熱学工業（株）、石原産業（株）、東京電力エナジーパートナー（株））

【製造プロセス省エネ化】 革新省エネルギー軟包装印刷システムの開発（東レ（株））
 二酸化炭素を原料とする化学品製造プロセスの開発（旭化成（株））
  非可食バイオマス由来グリーンフェノールの工業生産に向けた技術開発 

（住友ベークライト（株）、グリーンケミカルズ（株））

【省エネ型情報機器・システム】　データセンター・通信局舎のエネルギーマネジメントシステム技術の開発
　　　　　　　　　　　　　　　（日本電気（株）、ＮＥＣファシリティーズ（株））

【ＺＥＢ／ＺＥＨ】　革新的省エネルギー次世代積層遮熱フィルムの開発（東レ（株））

【次世代自動車】革新的省エネルギー技術により製造した再生炭素繊維使用機能性自動車部材の開発と自動車の軽量化
　　　　　　　 （カーボンファイバーリサイクル工業（株）、日本ガスケット（株））
　　　　　　　 アルミニウムを用いたアスターコイルの製造プロセス及び軽量モータの開発（（株）アスター）

【パワーエレクトロニクス技術】コランダム構造酸化ガリウムα―Ga2O3 を用いた 600V 耐圧 SBD の開発（（株）FLOSFIA）
【革新的なエネルギーマネジメント技術】ディスアグリゲーションＨＥＭＳの実用化開発（インフォメティス（株））

旧プログラムの受賞例
・「楽フロン」が 2022 年度省エネ大賞で「経済産業大臣賞」を受賞
　https://www.hirotec.co.jp/info/1673062548.html

・「iFactory」が日本オープンイノベーション大賞「経済産業大臣賞」を受賞
　https://www.takasago.com/ja/news/831

問い合わせ先

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構　省エネルギー部
担当者：「�脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・�

社会実装促進プログラム」事務局　　E-MAIL：shouene@nedo.go.jp
https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100197.html

エネルギー転換・供給

産　　　業

家庭・業務

運　　　輸

部 門 横 断
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自動車用モーター可変界磁技術の開発

フッ素樹脂と金属の新たな高強度直接接合技術を開発

　目　的　
内燃機関の高効率化と共に、HEV の更なる燃費向上のため、加速時の効率に加えて減速エネルギーの回生量を増や

すべく、 モーターの実効的な発電量を支配する平均力率の向上を目指しました。

　成　果　
モーターの平均力率の向上（発電量向上）の

ために、磁石磁力可変型の可変界磁技術を開発
しました。具体的には、従来は一定であった界
磁の大きさを自動車の運転条件に応じて変化さ
せる技術です。これにより、従来のモーターを
用いた HEV に対して、排出ガス・燃費試験法
である WLTC モードにて 15% の燃費向上を
達成しました。

今後の展望
車載環境下を想定した機能検証を実施します。その後、マツダ（株）が製造・販売する車両にて、得られた成果の商

品化を検討していきます。また、HEV のみならず、EV やプラグインハイブリッド等へも本技術を適用し、 EV 航続距
離の向上や 燃費向上に繋げ、省エネに貢献することを目指していきます。

テーマ名：自動車用モータ可変界磁技術の開発
実 施 者：マツダ（株）
実施期間：2019 ～ 2021 年度

　目　的　
土木建築業界では、ダンプカー荷台への土砂付着による運搬効率悪化という問題を抱えています。このことは過剰な

燃料消費や荷台清掃時の転落事故の要因となっています。
そこで、高い滑り性を有するフッ素樹脂に着目し、レーザー

を活用した異種材料接合による問題解決を考えました。

　成　果　
フッ素樹脂とステンレス鋼板について、レーザーを用いた

新たな表面処理と直接接合技術を開発しました。本技術を活
用した製品をダンプカー荷台に設置することで土砂の付着防
止を可能にし、年間延べ 6 百万台分の過剰な稼働を防止でき、
従来比 10％の使用燃料削減が可能になります。また、荷台
清掃時の転落事故などのリスクを低減することができます。

今後の展望
今後も営業体制の強化と取付け拠点の整備を進め、より多くのダンプ事業者に活用いただくことで運搬効率の向上に

よる省エネルギー効果の拡大を図ります。また、本技術の他用途への活用として、豪雪地域での堆雪運搬用ダンプカー
への設置や同地域に向けた屋根材への適用など、同技術の適用範囲拡大に向けた取り組みを重ねます。

テーマ名： 土砂等貨物の運搬効率を飛躍的に向上させるフッ素樹脂と 
金属板の直接接合技術によるダンプカー等荷台設置部材の開発

実 施 者：（株）ヒロテック
実施期間：2019 ～ 2021 年度

図2　可変界磁モーター図1　本開発技術のコンセプト
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A 表面処理なし
B 大気圧プラズマ
C 平行平板（RIE）
D ICP型高密度プラズマ
E テトラエッチ処理
F 開発技術
　 ※ A～Eは接着剤使用
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占積率90%以上を達成したモーター用アスターコイルのアルミニウム化に成功

国内初、マイクロ波を用いたケミカルリサイクル技術の大型汎用実証設備が完成

　目　的　
世界の消費電力の約 60% はモーターによって消費されています。当社は過去の NEDO 事業で確立したアスターコ

イル（ASTERCOIL®）によりモーターの性能を飛躍的に向上させることで、各種経済活動におけるエネルギー消費量
を低減させるほか、コイルのアルミ化によりモーターの軽量化を果たしつつ、ビジネスの持続可能性を高めます。

　成　果　
アルミアスターコイルの生産効率向上のための諸条

件を見つけ出すと同時に、不良率を抑制する品質管理
手法を構築することで、量産プロセスを確立しました。

また、アスターコイルを搭載したモーターの高精度
なシミュレーションモデルを構築し、一般的な巻線コ
イルのモーターに比べて効率を 5pt 改善した軽量モー
ターを設計することができました。

今後の展望
アルミアスターコイルはその応用範囲が広く、モビリティ分野やエネルギー分野での活用が期待されています。
小型・軽量で高出力密度なモーターは、EV への搭載を目指して各メーカーと共同開発を進めています。また、IP67

まで防塵防水性能を高めたモーターは、ドローン用として導入が進んでいます。さらに、発電機としての応用も注目さ
れており、再生エネルギー事業へ貢献してまいります。

テーマ名：アルミニウムを用いたアスターコイルの製造プロセス及び軽量モータの開発
実 施 者：（株）アスター
実施期間：2019 ～ 2021 年度

　目　的　
サーキュラーエコノミーの実現にはケミカルリサイクル技術が有力な手段と考えられており、当社はそれらに対して

エネルギーを直接伝達できるマイクロ波技術を展開することで、約 50％の省エネ効果の実現を目指しています。

　成　果　
国内初となる 1 日あたり 1t の処理能力を持つケミカルリサ

イクルの汎用実証設備を完成させました（右図）。また、高温
複素誘電率測定装置を新たに開発し、サンプルを最高 1000℃
程度まで加熱しながら精密な測定を実現しました。分解成果の
一例として、ポリスチレン分解ではスチレンモノマーを主成分
として回収し、さらに精製、再重合によって再度ポリスチレン
に戻すというサイクルを確認しました。

今後の展望
本事業を通じてブラッシュアップしたマイクロ波によるプラスチック分解技術「PlaWave®」を確立し、グローバル

スタンダードにすべく開発を進めます。2022 年度には本事業にて導入した実証設備を本格稼働し、国内初となるマイ
クロ波を利用したプラスチックのモノマー化などの実証試験を実施する予定です。本事業終了後は、2025 年の社会実
装を目指してさらなる実証実験を進めます。 

テーマ名：マイクロ波プロセスを応用したプラスチックの新規ケミカルリサイクル法の開発
実 施 者：マイクロ波化学（株）
実施期間：2020 ～ 2022 年度

成 果 事 例 成 果 事 例
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事業目的　　
脱炭素社会の実現に向けて、2040 年以降の実用化・社会実装を見据えた革新的な技術シーズを発掘・育成し、国家プ
ロジェクトを含む産学連携体制による共同研究等につなげます。

2023 年度（※内容については今後変更の可能性がございます）

事業形態 委　託

実施体制 産学連携体制のみ　※大学・公的機関等のみは不可

実施期間 最大 3 年間
※ 2 年目に中間評価

事業規模
1 年目：1 億円以内
2 年目：5,000 万円以内
3 年目：5,000 万円以内　※中間評価の結果による

※�大学・公的研究機関等 : 国公立研究機関、国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立大学、
高等専門学校、並びに国立研究開発法人、独立行政法人、地方独立行政法人及びこれらに準ずる機関。

事業概要　　
エネルギー環境分野において、産学連携に取り組む企業及び大学・公的研究機関等を対象に、2040 年以降の実用化・
社会実装を見据えた革新的な技術の提案を募集します。
本事業では、技術シーズを幅広く収集するため、情報提供依頼（Request For Information：RFI）等を活用して公募
における課題を設定します。研究開発テーマの選定にあたっては、革新性及び独創性や将来的な波及効果を重視し、こ
れらが期待できる研究開発テーマについて、企業及び大学・公的研究機関等からなる産学連携の体制で先導研究を実施
します。

過去の公募情報
採択／応募�（件数）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
エネルギー・環境新技術先導研究プログラム 27�/�106 44�/�110 50�/�134 28�/�73 20�/�77

問い合わせ先
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構　新領域・ムーンショット部
TEL�:�044-520-5174

事業詳細　
最新のニュースリリース、事業紹介パンフレット、研究開発内容はこちらから
https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100100.html

2023 年度予算：35.5 億円 ※の内数 
※未踏チャレンジ予算を含む

実施期間：2014 年度～

先導研究プログラム

先導研究
プログラム

等
（企業・大学等）

社
会
実
装

国家
プロジェクト

企業・大学間の
共同研究

課題設定
・公募

政策ニーズ 技術戦略

NEDO 先導研究プログラム／新技術先導研究プログラム／
エネルギー・環境新技術先導研究プログラム
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　目　的　
本研究では、工業炉においてアンモニアを 30% 程度まで混合した燃料を用いて高温空気燃焼を行った場合における

燃焼過程を解明し、燃焼時に発生する NO 及び N₂O を同時に低減できる技術確立を目的としています。また、工業炉
で加熱する対象物（被加熱物）への影響についても評価を行います。

　成　果　
各機関でマイクロスケール（小規模バーナー）

からサブスケール（小規模な実用炉レベル）まで
の各種サイズの炉での燃焼実験や、燃焼火炎、燃
焼生成物の分析等を分担し、情報を共有して解析
することで NO や N₂O を低減するための指針が明
らかになりました。また、アンモニア混焼雰囲気
下における被加熱物への影響も明らかになりつつ
あります。

今後の展望
アンモニア燃焼雰囲気が被加熱物に与える影響について、さらに詳細な調査を継続実施します。この結果と、本研究

により得られた燃焼指針をもとに、実用炉の用途に応じた燃焼制御技術の確立を行うことで、アンモニア燃焼時におい
ても従来燃料を用いた場合と同等の生産品質を実現します。

　目　的　
脱炭素社会の実現に貢献する液体水素を利用した電動航空機や超電導発電機などでは、小型で大出力を可能とする超

電導モーターが不可欠で、コイル密巻きが容易な優れた可とう性と、極めて小さい交流損失の両方を満足する革新的な
超電導線材が求められています。

　成　果　
最先端の極細伸線加工技術を活用し、世界最細となる直径 15 マ

イクロメートルの超極細 MgB₂ 超電導線を開発しました。臨界温度
が約 34 ケルビン（K）でゼロ抵抗を示します。化合物超電導線は一
般的に脆く壊れやすいものですが、今回開発した超極細 MgB₂ 超電
導線は、熱処理後に直径で約 300 マイクロメートル程度の結び目を
作れるほどフレキシブルで、大きな特性劣化もありません（右図）。

今後の展望
今後、さらなる極細化を追求するとともに、キロメートル級の長尺化や一層の特性改善などにも取り組み、さらに多

数本の超極細 MgB₂ 超電導線を束ねて集合化したフレキシブルな大電流容量ケーブルの開発を進めます。これにより、
超電導モーターなどの開発を加速させ、液体水素を利用した電動航空機や超電導発電機など超電導応用機器の実用化を
実現して、温室効果ガスの排出量削減に貢献します。

テーマ名：アンモニアを燃料とした脱炭素次世代高性能工業炉の基礎研究
実 施 者：北海道大学、ロザイ工業（株）、三建産業（株）、東北大学、広島大学
実施期間：2021 ～ 2022 年度

テーマ名：超極細 MgB₂ 超電導素線の研究開発
実 施 者： （国研）物質・材料研究機構、明興双葉（株）
実施期間：2022 年度

アンモニアを燃料とした脱炭素次世代高性能工業炉の基礎研究

世界最細、直径15マイクロメートルの超極細MgB₂超電導線の開発
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事業目的　　
S+3E （安全性、安定供給、経済性、環境適合）の実現に資する我が国の先進的技術の海外実証を通じて実証技術の普
及に結び付け、さらに、制度的に先行している海外のエネルギー市場での実証を通じて、日本への成果の還元を目指し
ます。これらの取り組みを通じて、我が国のエネルギー関連産業の普及展開、国内外のエネルギー転換・脱炭素化、我
が国のエネルギーセキュリティに貢献します。

事業フロー　

 公募対象技術分野
1 電力系統監視・安定化技術
2  分散型エネルギーシステムの構築及び調整力向上に 

資する技術
3 余剰電力のエネルギー変換技術
4 電化の拡大に資する技術
5 低コストな水素関連技術（水素製造、輸送・貯蔵、利用）
6  メタネーション等、削減・代替効果が期待できるカーボ

ンリサイクル関連技術

7 持続可能なバイオ燃料・合成燃料生産技術
8  ビッグデータ、AI、分散管理技術等を用いたスマートシ

ティ関連技術
9 運輸分野のエネルギー転換・脱炭素化に資する技術
�  IoT・AI 等を活用した産業・業務・家庭分野における 

エネルギー効率化技術
� 従来型ではない先進的な再エネ技術
� その他、エネルギー転換・脱炭素化に貢献する技術

各フェーズの概要
フェーズ 実証要件適合性等調査 実証前調査 実証研究 フォローアップ

調査期間（原則） 1 年以内 1年以内 3年以内 1年以内

実施形態 委託
（労務費、その他経費等） 原則�助成※1 原則�助成※1 原則�助成※1

予算規模（／件） 2,000 万円以内／件 原則 4,000 万円以内／件※2 原則 40億円以内／件※2 2,000 万円以内／件※2

調査内容

◦相手国のエネルギー
事 情、 関 連 政 策、�
ビジネス環境等の調査
◦実証要素・成果目標・
普及可能性の検討

◦実証設備の仕様
◦実証研究の詳細計画
◦実証研究後の事業計画
◦相手国企業等との交渉

◦実証機器・システムの
製造・輸送・設置

◦実証運転

◦見学会・セミナー・
展示会の開催・参加

◦人材育成、専門家
派遣　等

※ 1　�必要経費（機械装置等費、労務費、その他経費、委託費・共同研究費）に以下の助成率を乗じた金額をNEDOが負担。�
�ただし、実証要件等適合性調査、実証前調査、フォローアップについては機械装置等費の計上不可。�
助成率�：�大企業�1/2、中小・ベンチャー�2/3

※ 2　�実施者負担分を含む。

事業最新情報　
本事業については内容の変更の可能性がございます。最新の情報は次の URL よりご確認ください。
  URL：https://www.nedo.go.jp/activities/AT1_00175.html

⬇ ⬇⬇ ⬇ ⬇

➡➡➡➡ ➡➡
➡➡

①
実証要件
適合性等調査

②
実証前調査

③
実証研究

④フォローアップ

2023 年度予算：65.0 億円
実施期間：1993 ～ 2025 年度

脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業
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インド製鉄所向けエネルギーセンターによる最適制御技術の実証事業

中国エネルギー多消費工場でのエネルギーマネジメントシステムの実証事業

　目　的　
中国有数の紡織工場とアルミ製品工場において、省エネルギー機器と最新エネルギーマネジメントシステムの導入に

よる消費エネルギー大幅削減と、生産プロセス改善によるコスト削減効果を図ります。

　成　果　
日本の高度なエネルギーマネジメントシステムを中国・

広東省の各業界を代表する工場に導入し、電力・蒸気等、
工場内エネルギーの管理によって省エネルギーや生産効
率の改善を実現しました。

複数工場のエネルギー管理を集約して効率的な電力需
給調整を実現しました。

◆ CO₂ 削減効果　3.08 万 t/ 年

今後の展望
2021 年度にアパレルサプライチェーンへの普及活動を実施しました。

紡織工場への横展開やグローバルアパレル企業の傘下にある企業への普及の足がかりを作り、最終的には、グローバ
ルアパレル企業のサプライチェーン傘下の企業の標準システムとなることを目指します。

事 業 名：エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業
実 施 者：横河電機（株）、（株）日本総合研究所、東京電力ホールディングス（株）
実施期間：2016 ～ 2020 年度

　目　的　
日本の最先端技術である需給予測・最適運用技術を用いたエネルギーセンターを、インドの製鉄所へ導入、実証する

ことにより、インド鉄鋼業界での普及／展開の足掛かりとし、さらなる省エネルギーおよび、それによる温室効果ガス
削減の促進を図ります。

　成　果　
製鉄所に「鉄鋼 EMS パッケージ」を導入することで、エネルギー

センターの基本機能である需給予測と最適化運用により、複雑に絡
み合う製鉄所内のエネルギー管理とエネルギーの運用効率を向上さ
せ、トータルエネルギーコストを削減しました。

◆ CO₂ 削減効果　8.93 万 t/ 年

今後の展望
インド鉄鋼市場におけるデファクト化、現地化等によりコスト低

減を図り、顧客密着型の体制整備等により競争力を強化します。また、導入効果を示すことで「鉄鋼 EMS パッケージ」
の市場拡大も促します。

AI 技術を活用した予測精度向上、最適化技術の改良など、革新的な省エネルギー技術、環境負荷低減のための最適
化技術を開発し、更なる省エネルギー・温室効果ガス削減を実現、得られた知見や実証効果などを基にインド以外へも
展開していきます。

事 業 名：エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業
実 施 者：富士電機（株）、パシフィックコンサルタンツ（株）
実施期間：2016 ～ 2021 年度

成 果 事 例省エネルギー事業の紹介

成

果

事

例
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最高200℃加熱を実現する産業用高効率高温ヒートポンプの開発

ファイバーレス断熱材と周辺部材の開発で産業／工業炉の省エネルギー化

　目　的　
従来、蒸気ボイラを使用していた工場のプロセス加熱を開発目標 COP3.5 を満足する産業用高効率ヒートポンプに

代替することで、1.75 倍の熱効率で加熱可能なシステムとなり、工場の省エネルギー化、地球温暖化防止に貢献します。 

　成　果　
・ 専用オイルフリーターボ圧縮機の設計・製

作・性能確認試験を実施
・ 温暖化係数が低いグリーン冷媒である HFO

系冷媒を用いて、80℃→ 180℃加熱用ヒー
トポンプ試作機の設計・製作・運転試験を
実施

・ 200℃出力が可能であり、被加熱媒体入出
口 80℃→ 180℃加熱で最終目標（COP3.5）
が達成できる見通しが得られました。

今後の展望
プロジェクト終了後に更なる研究開発、製品化を行い、実ラインでの実証試験を経て 2025 年度には温室効果ガス

削減に取り組む企業様への導入、事業化を目指します。本高温ヒートポンプは日本が先行して開発に取り組んでおり、
その優位性を生かして国内外へ積極的に販売活動を進めていきます。 

事 業 名：未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発
実 施 者：未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合（TherMAT）、（株）前川製作所
実施期間：2015 ～ 2022 年度

　目　的　
操業中の産業 / 工業炉において炉外への放熱量や炉材への蓄熱量を削減する「ファイバーレス断熱材」、高温排気ガ

スから熱を回収する「耐高温高効率熱交換器」、新規蓄熱体を用いた「耐高温高効率バーナー」を開発し、省エネルギー
化を目指します。 

　成　果　
・ 最高使用温度 1,500℃、圧縮強度 15MPa 以上、熱伝導

率 0.2W/m・K を有するファイバーレス断熱材を開発
・ ファイバーレス断熱材を施工した小型ガス炉での加熱テ

ストの結果、約 36％の燃料使用量削減を達成（当社比）
・ 蓄熱体を新規開発し、既存の蓄熱材料の２倍の入熱放熱

速度を達成し、バーナーの燃焼効率が向上
・ 熱交換器の 1,500℃の性能試験において従来品の約３倍

となる熱交換効率 20％以上を達成
・ 1,300℃対応の高効率熱交換器を 2015 年より販売開始

今後の展望
最初のターゲットとしている窯業・土石分野だけでなく、より大きな排熱量を占める鉄鋼分野（国内総排熱量の約８％）

へ応用展開することで、さらなる排熱削減効果が期待されます。また、開発中の断熱材について様々な用途の工業炉で
実証テストを進めており、実用化に向けたデータ収集を進めています。 

事 業 名：未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発
実 施 者：未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合（TherMAT）、美濃窯業（株）
実施期間：2015 ～ 2022 年度

成

果

事

例

過去事業の成果事例

11



環境調和型プロセス技術の開発／フェロコークス技術の開発

　目　的　
鉄鋼業の CO₂ 排出量は日本の産業分野の中で約 40％を占め、日本全体でも約 13％※１を占めています。中でも、

特にエネルギー使用量と CO₂ 排出量が多い高炉法による製鉄プロセスにおいて、抜本的な省エネルギー化と CO₂ 排
出量削減を目指します。

本事業では、低品位な石炭と鉄鉱石の混練・成型・乾留により製造したフェロコークス中に含まれる金属鉄を触媒と
し、高炉内の鉄鉱石の還元を低温化・高効率化する技術の開発を行います。

　成　果　
①  中規模設備（300t/d 規模）を開発し、製造

技術の実証試験を実施
　① -1  中規模設備での比重・粒度が異なる原料

（鉄鉱石、石炭、バインダー）の均一混
合技術を確立

　① -2  複数本羽口を有する中規模設備での乾留
技術を確立

②  一般炭、低品位原料使用時の製造技術を確立
③  大型高炉でのフェロコークス長期使用により

効果（還元材比、通気性など）を検証
④  新バインダー（液体バインダー 、固形バイ

ンダー）を開発し、成型物の強度発現を実証
⑤  高炉操業結果と汎用高機能高炉内反応シミュ

レーターに基づき製銑プロセスにおける省エ
ネ効果 10% を検証中

今後の展望
本事業を通して、2023 年頃までに、実機（１基）において、製銑プロセスのエネルギー消費量の 10% を削減する

技術の確立を目指します。
2030 年に最大 5 基の導入を目指します。（但し、導入が想定される製鉄所（大規模高炉を持つ製鉄所）において、

LNG 等供給インフラの整備と、経済合理性の成立が前提。）
※１　出典：環境省「2020�年度」の温室効果ガス排出量（確報値）について

NEDO プロジェクト名：環境調和型プロセス技術の開発（フェロコークス技術の開発） 
実 施 者： JFE スチール（株）、 （株）神戸製鋼所、日本製鉄（株）
実施期間：2017 ～ 2022 年度

過去事業の成果事例過去事業の成果事例

成

果

事

例
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2023 年 2 月に開催された「ENEX 2023 第 47 回地球環境
とエネルギーの調和展」（主催：（一財）省エネルギーセンター）
に出展し、省エネルギー分野の研究開発成果や取り組みに関
して、パネル・試作品の展示やセミナーを開催しました。また、

「NEDO 省エネルギーセミナー」として、脱炭素社会実現の
ために重要な省エネルギー技術の紹介や、未利用熱活用の技
術開発動向について講演を行いました。
さらに、研究開発を継続し迅速な社会実装につなげることを
目的とし、省エネルギーに寄与する革新的な技術開発をした
事業者（11テーマ）を表彰しました。

第 17 回エレクトロヒートシンポジウム（主催：（一財）日本エレクトロヒートセンター）にて、「熱の革新的利用技術
で世界の脱炭素化に貢献」をキャッチコピーとし、「エネルギー」、「ヒートポンプ」の 2 つの区分のバーチャルブース
において、熱を無駄なく使う熱利用技術、産業用ヒートポンプの仕組みや導入事例、　研究開発動向などについて、動
画やパンフレットなどを用いて紹介しました。

ENEX 2023 第 47 回地球環境とエネルギーの調和展・表彰式

第 17 回エレクトロヒートシンポジウム（オンライン）への出展

2023 年度「NEDO 省エネルギー技術開発賞」受賞者

展示会出展情報

「エネルギー」と「ヒートポンプ」の2分野に展示

理事長賞を受賞したマツダ（株）

「NEDO 省エネルギーセミナー」の様子 NEDOブースの様子

YouTube の NEDOチャンネルで、ヒートポンプ
についての解説動画を公開しています。

広 報 活 動

広

報

活

動
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中小企業向け支援事業

中小企業向けの公募情報等を掲
載しています。

ニュースリリース

最新のニュースリリースを
掲載しています。

公募情報

省エネルギー事業に関する公募情報
は、NEDO ウェブサイトの実施者募
集（公募）タブ＞公募情報　検索画面
＞「省エネルギー」よりご覧いただけ
ます。

NEDO のウェブサイトや、SNS では、公募情報やニュースリリースをはじめとした 
最新情報を掲載しています。

問い合わせ先

メールでのお問い合わせ：�NEDOウェブサイトトップページ上部「お問い合わせ窓口」より特定の�
メールフォームでお問い合わせください。（24時間受付）

電話でのお問い合わせ：�NEDO省エネルギー部（電話番号：044-520-5180）までお問い合わせ
ください。

ニュースリリースや
公募情報、イベント
情報の各種最新情報
をリアルタイムで発
信しています。

Twitter
動 画 で 省 エ ネ ル
ギー技術を紹介し
ています。

NEDO Channel
（公式 Youtube）

省エネルギー事業

省エネルギー事業の個別情報は、NEDOウェブサイトの
「事業紹介」＞「エネルギー」＞「省エネルギー」より
ご覧いただけます。

省エネルギー技術戦略

省エネルギー技術戦略は、NEDOウェブサイトの
「刊行物・資料」＞「報告書」＞「ロードマップ」
よりご覧いただけます。

広 報 活 動 詳細情報のご案内

詳
細
情
報
の
ご
案
内
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https://www.nedo.go.jp/activities/introduction8_01_06.html
https://www.nedo.go.jp/library/energy_conserv_tech_strat.html
https://www.nedo.go.jp/search/index.php?type=press
https://www.nedo.go.jp/search/index.php?type=koubo
https://startips.nedo.go.jp/
https://twitter.com/nedo_info
https://www.youtube.com/channel/UCd4OTUB8A9PIdNs-vxF5t8g
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